






























2. 1. 1　地形(地盤) ･被害･地震動-ミクロスケールの分析-














































































































































第1の課題について, 1978年宮城県沖地震, 1993年釧路沖地震, 1995年兵庫県南部地震, 2004年新潟県
中越地震, 2005年福岡県西片沖地震における丘陵地での建物損壊分布の詳細な現地調査から,丘陵地での
建物被害は,沖積低地の建物被害に見られる地震動による直接的被害よりも,地盤破棄による被害が多い
ことを確認するとともに,土地条件との対応関係を検討した｡建物被害と土地条件との対応関係の検討に
おいては,開発以前の地形を再現するとともに,開発地における切土と盛土の境界および盛土の厚さなど
を計測し,関係の検証を行った｡.その上で,建物被害の分布に係わる土地条件指標として,切土と盛土の
境界からの距離,盛土厚,現傾斜,原地形の傾斜,凸指標の5変数を選定し,それらと一定面積当たりの
建物の被害率との相関関係をロジスティック回帰分析を用いて解析した｡その結果, 70%の再現性を得た｡
すなわち,土地条件に基づく被害予測の妥当性を示す結果を得ることで,今後予測モデルの方向性を提示
した｡
第2の課題については,防災型土地利用規制の先進事例であるアメリカ合衆国カリフォルニア州および
ニュージランドにおける活断層上における建築規制の制度化のプロセスを検討し,地震災害の経験,リー
ダーシップを発揮する人物の存在と役割の大きさ,危険性についての情報公開の必要性などを明らかにし
た｡さらに,日本において防災対策に積極的に取り組む自治体と評価できる松本市,横須賀市,西宮市な
どにおける防災に対する取り組みの実態とプロセスを検討するとともに,仙台市を対象にした防災に対す
る市民,行政担当者の意識調査から,リスクに関する正確な情報と認識を深めためのリスクコミュニケー
ションの必要性とリスクに関する情報公開の有効性と必要性を指摘した｡
以上の通り,村山良之提出の論文は,都市周辺の丘陵地における地震災害の分布特性とそれを規定する
土地条件を明らかにすると同時に,防災型土地利用規制の必要性と可能性および制度化において必要とな
る条件を明らかにした点は高く評価できる｡このことは著者が自立して研究活動を行うに必要な高度な研
究能力と学識を有することを示している｡したがって,村山良之提出の論文は,博士(理学)の学位論文
として合格と認める｡
ー380-
